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営業の概況ご挨拶

　株主のみなさまにおかれましては、平素より格
段のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　令和６年能登半島地震により被災された方々に
は、心よりお見舞いを申しあげますとともに、一
刻も早い復旧・復興を心よりお祈り申しあげます。
　ここに当社グループ第74期中間報告書をお届け
するにあたりまして、ご挨拶を申しあげます。
　当中間期における当社グループを取り巻く経済
環境は、新型コロナウイルス感染症の５類移行に
伴い、経済活動が回復傾向にあるものの、国際的
な地政学的リスクや原油価格の上昇など不確実性
は依然として高く、先行きは不透明な状態が続い
ております。
　このような情勢のもと当社グループは、設備投

資案件に対する積極的な営業活動により、売上高
は前年同期を上回る結果となりましたが、度重な
る原材料価格の高騰や仕入商材の値上がり等を吸
収できず、営業利益、経常利益、親会社株主に帰
属する四半期純利益は前年同期を下回る結果とな
りました。
　今後においては、持続的な成長と安定した収益
確保を目指し、事業戦略の実行とより強い経営体
質、経営基盤の構築に努めてまいる所存でござい
ます。
　株主のみなさまにおかれましては、何卒ご理解
をいただき、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜
りますようお願い申しあげます。

～経営理念～

顧客・社員・株主・地域社会に必要とされ、

信頼され、貢献でき、存在感のある

良い会社（グッドカンパニー）を目指す。
　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス
感染症の５類移行に伴い社会経済活動が活発化し、インバウンドを始めと
する国内需要の回復傾向はみられたものの、ウクライナ問題の長期化や米
中摩擦の深刻化など国際情勢の不安は増しており、加えて長引く円安によ
るエネルギー価格や諸物価の高騰など景気減速への懸念は続き、依然とし
て先行き不透明な状況が続いております。
　このような経営環境の中にあって、当社グループの当第２四半期連結累
計期間の実績は、売上高36,296百万円（前年同四半期比3.1％増）、営
業利益977百万円（前年同四半期比5.6％減）、経常利益1,101百万円（前
年同四半期比6.5％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益743百万円

（前年同四半期比7.2％減）となりました。
事業セグメント別の営業成績の状況

【建設関連事業】
　公共工事、民間工事ともに販売が低調に推移し、原材料・燃料などの価格
高騰や仕入商材の値上りに対し、製造原価の低減や販売価格への転嫁などに
努めたものの、減収減益となりました。
　この結果、建設関連事業の売上高は4,350百万円（前年同四半期比18.7％
減）、営業利益は239百万円（前年同四半期比18.3％減）となりました。

【電設資材事業】
　設備投資案件の納入が順調に進んだことにより増収となりましたが、人件
費及び諸経費の増加により減益となりました。
　この結果、電設資材事業の売上高は19,275百万円（前年同四半期比9.8％
増）、営業利益は570百万円（前年同四半期比0.7％減）となりました。

【カーライフ関連事業】
　石油部門では、燃料油販売が前年並みを確保するとともに、油外商品が好
調に推移し増収となりましたが、原油価格高騰と激変緩和措置の補助金減額
による上昇コストの転嫁が遅れ減益となりました。
　オート部門では、整備売上及び新車販売は順調に推移したものの、中古車
販売の不振により減収減益となりました。
　この結果、カーライフ関連事業の売上高は8,312百万円（前年同四半期比
2.5％増）、営業利益は21百万円（前年同四半期比78.2％減）となりました。

【住宅・生活関連事業】
　農産物部門では、きのこ培地の販売が順調に推移したことや、為替変動に
よる原材料高騰はあったものの利幅確保に取り組み増収増益となりました。
不動産部門では、建売分譲物件の取扱量が減少したことにより減収減益とな
りました。また、飲食料品部門では、家庭内消費が引き続き順調であったこ
とに加え、販売先の拡大と利幅確保に努め、増収増益となりました。
　この結果、住宅・生活関連事業の売上高は4,358百万円（前年同四半期比
3.9％増）、営業利益は281百万円（前年同四半期比17.7％増）となりました。
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・ 建設関連事業は、公共工事、民間工事ともに販売が低調に推移し減収
・ 電設資材事業は、設備投資案件の納入が順調に進んだことにより増収
・ カーライフ関連事業は、石油部門で油外商品が好調、オート部門では、整

備及び新車販売が順調に推移し増収
・ 住宅・生活関連事業は、農産物部門では、きのこ培地の販売が順調、不動

産部門では、建売分譲物件の取扱量が減少、飲食料品部門では、家庭内消
費が引き続き順調
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　当社は2022年９月からDX推進を含む全社経営改革プロジェク
トに取り組んでまいりました。これまでの取り組みでは、内部課
題を把握し、将来の変化に対応し継続的成長を実現するため、幅
広い分析と検討を行ってまいりました。新たな事業ポートフォリ
オとそれに連動する人事制度が策定され、プロジェクトチームは
調整と実行プロセスの詳細を精査中です。
　第75期から新たな事業戦略を本格的に始動し定着させるため
に、事業部制から、関連性の高い事業をグループ化したセグメン
ト制に機構を改革したいと考えております。同時に、これに適合
し、新たな人事制度と連動する組織体制を構築したいと考えてお
ります。

【事業機構改革の目的】
・旧事業部間の連携と横断的施策の実行
・人事の公平性と柔軟性向上、エンゲージメント向上
・事業効率性の向上（プロセスの合理化・最適化）
・柔軟性と適応性の向上（市場・顧客ニーズへの迅速な対応）
・革新と成長の促進（イノベーションと組織文化の改革）
・リスク管理の強化（組織リスクの把握と迅速な対処）

四半期連結財務諸表 トピックス

全社機構改革に向けた取組状況

当第2四半期連結累計期間
（2023年7月1日から2023年12月31日まで）

2,838

3,230

現金及び
現金同等物の
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投資活動による
キャッシュ・
フロー

財務活動による
キャッシュ・
フロー

現金及び
現金同等物に
係る換算差額
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税金等調整前
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80 特別損失

10
977

1,1001,101
営業外収益

204 特別利益

81,035
1,179

801

132
240
373
△16

法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額

法人税等合計
非支配株主に帰属する四半期純損失

売上原価
販売費及び一般管理費

30,206
5,113

連結損益計算書の概要 （単位：百万円）

当第2四半期末
（2023年12月31日現在）

前期末
（2023年6月30日現在）

当第2四半期末
（2023年12月31日現在）

前期末
（2023年6月30日現在）

資産合計
37,428

現金及び預金
3,349

有形固定資産
12,460
無形固定資産
334

投資その他の資産
3,142

現金及び預金
3,752

有形固定資産
12,780
無形固定資産
333

投資その他の資産
2,963

負債・純資産合計
37,428

負債・純資産合計
41,104

負債
23,885

純資産
13,543

負債
26,804

純資産
14,300

資産合計
41,104

流動資産
21,491

固定資産
15,937

流動資産
25,026

固定資産
16,077

流動負債
16,281
固定負債
7,603

株主資本
12,412
その他の

包括利益累計額
785

非支配株主持分
345

流動負債
19,314
固定負債
7,489

株主資本
13,071
その他の

包括利益累計額
885

非支配株主持分
342

連結貸借対照表の概要 （単位：百万円）

連結キャッシュ・フロー計算書の概要� （単位：百万円）

（単位：百万円）

科　目
前第2四半期
連結累計期間

（2022年７月１日から）2022年12月31日まで

当第2四半期
連結累計期間

（2023年７月１日から）2023年12月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 650 △ 802

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 674 △ 434

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,079 1,628

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 1

現金及び現金同等物の増減額 1,056 392

現金及び現金同等物の期首残高 2,018 2,838

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,075 3,230
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株式の状況（2023年12月31日 現在）会社概要（2023年12月31日 現在）

（注）  1．  当社は自己株式83,059株を所有しておりますが、上記大株主から除いており
ます。

 2．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

1,042名

金融商品取引業者
12名 116千株
6.64％

その他の法人
65名 291千株
16.59％

個人・その他
944名 1,025千株
58.30％

金融機関
10名 234千株
13.35％

自己名義株式
1名 83千株
4.72％

外国法人等
10名 7千株
0.40％

1,758,400株

1単元未満
141名 2千株
0.16％

1単元以上
686名 145千株
8.25％

5単元以上
60名 39千株
2.24％

10単元以上
108名 218千株
12.45％

50単元以上
17名 115千株
6.55％

100単元以上
22名 466千株
26.54％

500単元以上
6名 447千株
25.47％

1,000単元以上
2名 322千株
18.34％

株式の状況 所有者別株式分布状況
https://www.kk-takamisawa.co.jp/
当社グループのさまざまな情報は
こちらでもご覧いただけます。

会社概要

グループ会社

役員

ホームページのご案内

所有株式数別株式分布状況

商 号 株式会社高見澤
設 立 1951年3月29日
資 本 金 1,264,300,000円
従 業 員 数 520名
事業部、営業所等 61拠点

発行可能株式総数………………………… 3,783,000株
発行済株式の総数………………………… 1,758,400株
１ 単 元 の 株 式 数………………………………… 100株
株　　 主 　　数…………1,042名（前期末比91名減）

大 株 主（ 上 位 10 名 ）
株主名 持株数（千株）持株比率（％）

髙見澤秀茂 187 11.19

髙見澤尊昭 135 8.06

株式会社SBI証券 91 5.45

株式会社夢葉 90 5.37

株式会社八十二銀行 82 4.94

髙見澤雅人 50 3.03

長野県信用組合 50 2.98

高見澤吉晴 40 2.39

髙見澤秀毅 38 2.29

髙見澤　洋 35 2.10

常 務 取 締 役 米　山　　　剛

常 務 取 締 役 小　林　茂　勝

取 締 役 髙見澤　秀　毅

取 締 役 松　峯　信　夫

代表取締役社長 髙見澤　秀　茂

取締役副社長 髙見澤　雅　人

専 務 取 締 役 佐　藤　倫　正

常 務 取 締 役 原　山　稔　明

社 外 取 締 役 松　本　　　清

常 勤 監 査 役 久　保　輝　明

社 外 監 査 役 鴇　澤　　　裕

社 外 監 査 役 金　子　　　肇

連 結 子 会 社 関連会社

社　名 資本金
昭和電機産業株式会社 750百万円
直江津臨港生コン株式会社 50百万円
オギワラ精機株式会社 10百万円
株式会社アグリトライ 44百万円
信州電機産業株式会社 40百万円
株式会社ナガトク 10百万円
株式会社セイブ 10百万円
株式会社スマイルハウス 20百万円
岐阜電材株式会社 10百万円
溜博高見澤混凝土有限公司 3,200万元

社　名 資本金
山東建澤混凝土有限公司 3,000万元



〒380-0813   長野県長野市大字鶴賀字苗間平1605-14 
高見澤ダイヤモンドビル7F

Tel 026-228-0111　Fax 026-227-8046
https://www.kk-takamisawa.co.jp/

株主メモ
事 業 年 度 毎年7月1日から翌年6月30日まで
基 準 日 毎年6月30日

そのほか必要ある場合には、あらかじめ公告
いたします。

定 時 株 主 総 会 9月中
期末配当金受領株主確定日 6月30日
株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
特別口座の口座管理機関
連 絡 先 ・ 郵 送 先

三菱UFJ信託銀行株式会社
（連絡先）
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1　
電話　0120-232-711（通話料無料）

（郵送先）
〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

公 告 方 法 電子公告の方法により行います。ただし、事
故その他やむを得ない事由によって電子公告
ができない場合は、日本経済新聞に掲載し公
告いたします。
公告掲載の当社のホームページアドレス
https://www.kk-takamisawa.co.jp/koukoku/

（ご注意）
1.   株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設さ

れている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されて
いる証券会社等にお問合せください。

1.   株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取扱いできませんのでご注意ください。
2.   特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が

口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）
にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

3.   未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。


